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平成２２年度事業計画

１．講習会事業

建築物における衛生的環境の確保に関する法律（以下「建築物衛生法」という ）に基。

づき、建築物環境衛生管理技術者講習会及び知事登録講習会を引き続き実施する。

平成２２年度は、６年前の平成１６年度に実施した知事登録講習会の開催数の関係か

ら、再講習会の開催予定が前年度より３４コース増となり、管理技術者講習会を含めた

開催数は過去最高の１８０コースとなっている。

講習会の実施に当たっては、引き続き、受講者の立場に立った講習会の実施を図る観

点から、教務委員会及び試験問題、修了認定委員会等を開催し講習会の適正な実施、講

習教材の改訂、更に実技指導に必要な実習機材の更新（２２年度は、室内粉じん計､風速

計等）を行うなど、講習会の充実と受講環境の向上に努める。

（１）建築物環境衛生管理技術者

・コース数 １７コース（前年度計画 １７コース）

・受講者見込 １５００人（ 〃 １５６０人）, ,

（２）知事登録講習会（講習会毎の内訳は別紙）

１）新規講習会

・ コース数 ５４コース（前年度計画 ５０コース）

・ 受講者見込 ４３５０人（ 〃 ４３００人）, ,

２）再講習会

・ コース数 １０９コース（前年度計画 ７５コース）

・ 受講者見込 ７４３０人（ 〃 ４４３０人）, ,

（３）平成２２年度の地区別開催計画数 （ ）内は前年度計画

札 幌 仙 台 東 京 名古屋 大 阪 広 島 高 松 福 岡 沖 縄 その他 合 計

（ ）（ ）（ ）（ ）（ ）（ ）（ ）（ ）（ ）（ ）（ ）7 1 64 9 43 3 1 12 1 1 142

９ ５ ７０ １０ ４３ ６ ３ １０ ３ ２１ １８０

（４）講習会教材の作成等

（ 、 、 、知事登録講習会テキスト ２２年度は 清掃作業監督者 空気環境測定実施者

防除作業監督者の３テキスト）の改訂版を作成する。

また、建築物環境衛生管理技術者講習会資料としてパワーポイントを活用した

教材を科目ごとに作成する。



（５）中央協議会への協力

関連団体の行う従事者研修が円滑に実施されるよう、貯水槽管理、排水管清掃

及び空気調和用ダクト管理の各中央協議会の事務局として、テキストの作成、研

修内容の統一について引き続き協力する。

２. 国家試験事業

建築物衛生法に基づく指定試験機関として、第４０回建築物環境衛生管理技術者試験

を実施する。

試験実施にあたり、試験委員会及び幹事委員会による問題作成及び合否判定を行い、

併せて適正、公正な試験の実施に努める。

また、受験者への合格基準及び正答の公表、個人情報の受験者からの開示請求に基づ

き当該個人得点の開示を行う。

（試験実施日程等）

１）試 験 日 平成２２年１０月３日（日）

２）合格発表日 平成２２年１１月２日（火）

３）試 験 地 全国６地区（札幌、仙台、東京、名古屋、大阪、福岡）

４）受験者計画数 １１９００人（前年度計画数 １１７００人）, ,

３．検査事業

建築物衛生法施行規則に基づく粉じん計の較正、水道法に基づく簡易専用水道検査及

び水質検査事業については、関係法令並びに内部業務管理規程等に基づき適正な検査の

実施に努める。なお、粉じん計の較正については、較正技術委員会を開催し信頼性の確

保に努める。また、各種検査を円滑に実施するため、較正事業においては、新型準器を

購入するなど検査体制の充実を図る。

○ 各種検査の計画件数

前年度計画 ２２年度計画

室内浮遊粉じん計の較正 ６,９００ 件 ６,９００ 件

飲料水の水質検査 １,４４０ 件 １,５００ 件

簡易専用水道施設の検査 ６５０ 件 ６５０ 件

防錆剤品質規格検査 １０ 件 １０ 件

レジオネラ属菌の検査 ３５０ 件 ３５０ 件



４．調査研究事業
建築物環境衛生管理における技術面の充実と関連情報集積のため、センターにおいて

調査研究を実施するとともに、関連学会等の外部関係機関との連携、技術提供及び研究

助成を行う。

（１）センター調査研究

・研究課題 「室内における微生物汚染状況と有効な除去方法の検討」

・研究内容 一般的な病院の共有部分において、人間が接触する可能性の高

い部位を対象に微生物の付着状況を確認し、清掃方法及びその有

効性について検討する。併せて特定建築物における清掃方法等と

比較し、微生物を視野に入れた清掃方法を提案する。

・年次計画 平成２１年度と平成２２年度の２カ年計画

１年目 汚染実態の確認、プレ調査による調査方法の選定

２年目 清掃効果の検証、評価方法の検討、まとめ

（２）全国大会における研究発表、シンポジウム等の開催

第３８回建築物環境衛生管理全国大会において、建築物衛生管理技術者、行政

及びその関係者が行なった調査研究等の成果や維持管理における改善事例等に関

する研究発表集会を開催する。また、建築物環境衛生管理に関する最新の話題や

問題を採り入れたシンポジウム等を開催する。

（３）関連学会等との連携

日本公衆衛生学会、日本衛生学会、空気調和･衛生工学会並びに日本産業衛生学

会等の学会･協会へ参加し、技術、知見の向上を図る。

また、学会･協会、行政等に対して、建築物衛生に関わる研究等を広く公募し、

その助成を行う。得られた研究成果は、今後の建築物の維持管理に関する技術・

知識の充実に活用する。

５．出版事業
出版物の編集・改訂にあたっては、各種出版物ごとに編集委員会を設けて内容の検討

等を行い、必要に応じた改訂等を行い、引き続き季刊誌、テキスト等の発行、販売を行

う。

○ ２２年度の作成、販売計画

作成計画 販売計画

季刊誌「ビルと環境」 ６,７００部 ６,２００部

新版建築物の環境衛生管理（上下巻） 増刷 ４,０００部 ２,２００部

新貯水槽の衛生管理 増刷 １,７００部 １,６００部

レジオネラ防止指針（第３版） － １,０００部

特定建築物における建築確認時審査のためのガイドライン － １００部



６．広報事業
建築物における衛生的環境の確保、維持管理の重要性について、広く国民に理解・周

知を図るため、建築物環境衛生管理全国大会の開催及び季刊誌、ホームページ等を通じ

た広報事業を推進する。

また、平成２２年度は当センター創立及び建築物衛生法施行４０周年を迎えることか

ら、関連する国際会議及び公衆衛生学会と連携を図り、記念シンポジウムの開催等を啓

発の一環として実施するとともに、センター創立４０周年史を作成する。

（１）第３８回建築物環境衛生管理全国大会

・実施日 平成２３年１月２０日(木)・２１日(金)

・会 場 東京： 財）日本教育会館一ツ橋ホール（

・行 事 式典、特別講演、専門講座、シンポジウム、研究発表

（２）大会式典における表彰

・会長表彰

建築物における衛生的環境の確保に関し顕著な功績のあった者を表彰

・研究発表優秀課題表彰

保健文化賞受賞記念基金事業として37回大会の研究発表優秀課題を表彰

（３）創立４０周年行事

・ 日本公衆衛生学会に協賛し、建築物衛生法施行４０周年記念シンポジウ

ムを開催する。

（ ） 、・ 世界公衆衛生協会連盟の第２回西太平洋地区会議 日本開催 へ協賛し

建築物の衛生的環境に関連するシンポジウムを行なう。

・当センター創立４０年史の作成



（別紙）

平成２２年度講習会実施計画

１ 建築物環境衛生管理技術者講習会

前年度計画 ２２年度計画
講習会の種類

コース 受講見込数 コース 受講見込数

人 人

建築物環境衛生管理技術者講習会 １７ １,５６０ １７ １,５００

２ 知事登録講習会

前年度計画 ２２年度計画
講習会の種類

コース 受講見込数 コース 受講見込数

人 人

新規講習会 ５０ ４,３００ ５４ ４,３５０

① 清掃作業監督者 １２ １,１１０ １１ １,０３０

② 空気環境測定実施者 １０ ６００ ８ ４２０

③ ダクト清掃作業監督者 ２ ５０ ２ ６０

④ 貯水槽清掃作業監督者 １０ １,０２０ １８ １,５９０

⑤ 排水管清掃作業監督者 ３ ２６０ ３ ２１０

⑥ 防除作業監督者 ５ ５４０ ４ ４２０

⑦ 統括管理者 ４ ３６０ ４ ３２０

⑧ 空調給排水管理監督者 ４ ３６０ ４ ３００

再講習会 ７５ ４,４３０ １０９ ７,４３０

① 清掃作業監督者 １２ ８５０ ２２ １,７５０

② 空気環境測定実施者 ８ ４３０ １２ ７３０

③ ダクト清掃作業監督者 ４ １００ ２ ５０

④ 貯水槽清掃作業監督者 １７ １,２７０ ４２ ２,８６０

⑤ 排水管清掃作業監督者 １１ ４９０ ５ ２６０

⑥ 防除作業監督者 ７ ５１０ １０ ７４０

⑦ 統括管理者 ７ ３７０ １１ ７３０

⑧ 空調給排水管理監督者 ９ ４１０ ５ ３１０

計 １２５ ８,７３０ １６３ １１,７８０

講 習 会 合 計（１＋２） １４２ １０,２９０ １８０ １３,２８０


